
令和３年度児童福祉に関する予算と事業の概要  

（単位 千円）  

事業名 Ｒ２年度 Ｒ３年度 比較 主な内容 

児 童 健 全 育 成

事業 

14,271 14,832 561 ・児童健全育成事業         6,240 

・青少年相談員活動推進事業     146 

・家庭児童相談事業        5,994 

・児童ショートステイ事業        54 

・児童虐待防止対策事業        467 

・子ども・子育て支援事業計画推進事業  

95 

・ホームスタート事業        1,527 

・産前・産後ヘルプサービス事業    183 

・子どもの貧困対策推進事業      126 

感染症対策 

⇒利用者支援事業に係る消毒液などを購入。 

 

子 育 て 支 援 セ

ン タ ー 等 運 営

事業 

20,179 21,343 1,164 ・子育て支援センター運営事業  16,212 

⇒美南子育て支援センター、中央子育て支援セ

ンター運営委託及びおあしす内子育て支援

センターの運営に必要な経費 

・ファミリーサポートセンター運営事業  

4,207 

・緊急サポート事業          924 

感染症対策 

⇒子育て支援センター事業やファミリーサポ

ートセンター事業に係る消毒液などを購入。 

 

医 療 費 支 給 事

業 

318,120 299,614 △18,506 ・子ども医療費支給事業        286,022 

減額理由 

⇒対象者数がやや減少傾向にあるため。 

・ひとり親家庭等医療費支給事業 13,592 

 

ひ と り 親 家 庭

等 自 立 支 援 事

業 

11,315 14,845 3,530 母子及び父子家庭等の父母に対する相談や支

援を実施するための母子・父子自立支援員の報

酬や、高等職業訓練促進給付金等の給付に関す

る経費。 

増額理由 

高等職業訓練促進給付金について、継続者が増

えたことや、新規申請者が増加傾向にあるた

め。 

児 童 扶 養 手 当

事務事業 

190 197 7 児童扶養手当の支給事務を行うための事務費。 

（証書の印刷製本・郵送料等） 

 

児 童 扶 養 手 当

支給事業 

240,675 227,818 △12,857 母子・父子家庭等の父・母・養育者に対して児

童扶養手当を支給するための経費。 

減額理由 

受給者数が減少傾向にあるため。 

児 童 手 当 事 務

事業 

5,174 5,318 144 児童手当の支給事務を行うための事務費。 

（会見年度任用職員報酬、郵送料、事務委託料

等） 

資料 ４ 



児 童 手 当 支 給

事業 

1,296,360 1,288,980 △7,380 ・被用者児童手当              995,820 

・非被用者児童手当            244,980 

・特例給付                     48,180 

⇒中学生以下の児童を養育する保護者に対し

て児童手当（特例給付）を支給するための経

費。 

減額理由 

児童数の減少、特例給付の増加により、児童手

当支給額が減少したため。 

 

保育充実事業 36,889 29,532 △7,357 ・保育充実事業          26,411 

・利用者支援事業         3,121 

増額理由 

⇒Ｒ２は保育所入所選考システムの導入など

をしたため。 

拡充 

⇒保育士を対象とした研修会の充実。 

⇒幼稚園類似施設に通う世帯への経済的支援

の拡充。 

感染症対策 

⇒病児保育室や利用者支援事業に係る消毒液

などを購入。 

 

市 立 保 育 所 運

営事業 

140,866 150,381 9,515 ・市立保育所管理運営事業    129,750 

・一時保育運営事業         20,631 

増額理由 

⇒会計年度任用職員制度 2 年目のため手当等

が増額となるため。 

感染症対策 

⇒公立保育所の消毒液などを購入 

 

市 立 保 育 所 整

備事業【繰越】 

74,539 0 △74,539 減額理由 

⇒第二保育所の建替え工事が完了したため。 

保育委託事業 1,417,706 1,457,338 39,632 ・民間保育所保育委託事業   1,290,241 

・民間保育所特別保育支援事業  167,097 

増額理由 

⇒公定価格の上昇分を見込んだため。 

感染症対策 

⇒民間保育所（認可外含む）での感染症対策に

対する経済的支援。 

 

施 設 型 給 付 事

業 

163,783 168,052 4,269 ・施設型給付事業        153,459 

・施設型給付補助事業      14,593 

増額理由 

⇒公定価格の上昇分を見込んだため。 

感染症対策 

⇒認定こども園での感染症対策に対する経

済的支援。 

 



地 域 型 保 育 給

付事業 

332,311 343,118 10,807 ・地域型保育給付事業       336,452 

・地域型保育補助事業         6,666 

増額理由 

⇒公定価格の上昇分を見込んだため。 

感染症対策 

⇒小規模保育事業所での感染症対策に対する

経済的支援。 

施 設 等 利 用 給

付金給付事業 

422,117 380,367 △41,750 ・施設等利用給付金給付事業   380,367 

減額理由 

⇒幼稚園の利用者が減ったため。（R2 は無償化

初年度であったため、対象者を多めに見積もっ

ていた。） 

学童保育事業 209,093 210,395 1,302 ・学童保育事業            210,395 

増額理由 

⇒会計年度任用職員制度 2 年目のため手当等

が増額となるため。 

⇒クラス数が減（24→22 クラス）となるため。 

感染症対策 

⇒学童保育室の消毒液などを購入。 

児 童 館 管 理 運

営事業 

10,290 8,803 △1,487 施設の維持運営管理等に必要となる経費の他、

経年劣化により点灯しなくなった非常照明灯

の交換や高湿度時に誤作動を起こす火災報知

器の交換等を行う。 

減額理由 

令和 2 年度中に遊戯室火災報知器修繕等が完

了したため。 

天 文 科 学 運 営

事業 

975 2,070 1,095 季節ごとの星座解説の番組組替およびプラネ

タリウムの保守点検を行う。 

プラネタリウム番組組替委託料   440 

プラネタリウム保守点検委託料   370 

増額理由 

新たなプラネタリウム全天周番組の借上料を

計上したため。 

健全育成事業 

 

4,075 4,248 173 季節に合わせた事業や未就園児向け事業、ワン

ダークラブによる体験事業等、年間を通して

様々な事業を実施する。 

児童厚生員補助員報酬      2,817 

児童厚生員補助員期末手当     622 

発 達 障 が い 児

（者）支援事業 

1,718 1,708 △10 発達障がい児及び疑いのある児を子育てして

いる保護者や保育所・幼稚園の保育者への支援

を行う。 

巡回指導業務委託料      1,584 

こ ど も 発 達 セ

ン タ ー 運 営 事

業 

19,989 21,403 1,414 発育や発達に障がいや遅れがあると思われる

児童に対し、基本的な生活習慣を身につけるこ

とや、社会生活に適応する力を高めていくため

に必要な機能訓練や療育指導を行う。また、保

護者に対する支援・援助。 

増額理由 

会計年度任用職員８人の単価増額に伴う報酬、

手当、社会保険料等の増加によるもの。 



子 育 て 世 代 包

括 支 援 セ ン タ

ー運営事業 

3,396 3,751 355 母子保健支援員を配置し、妊娠期から子育て期

までを包括的に支援する。 

母子保健事業 80,938 87,434 6,496 乳幼児、妊婦、産婦を対象とした健康相談・保

健指導、妊婦健康診査、乳幼児健康診査、未熟

児養育医療給付を行う。 

【増額理由】 

新生児聴覚スクリーニング検査の費用助成に

伴い、委託料を上乗せ。 

全戸訪問事業 4,021 3,933 △88 生後 4 か月までの乳児がいる家庭を訪問し、子

育ての孤立化を防ぐとともに様々な不安や悩

みを聞き、子育て支援に関する情報提供を行

う。 

（単位 千円）  


